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弁護 報酬

第４章　弁護士の活動実態

■ 弁護士報酬について

　2004年4月から、弁護士会の「報酬基準」が廃止され、弁護士は自由に報酬を定められるようになっ

た。日弁連では、依頼者となる市民・中小企業に対して、様々な事件類型についての弁護士報酬の目安

を提供するため、2002年より定期的に弁護士報酬に関するアンケート調査を実施してきた。その結果は

「市民のための弁護士報酬ガイド」「中小企業のための

弁護士報酬ガイド」として小冊子に取りまとめられ

ている 〔調査の概要〕ている。

　本章では、2012年2月に実施した本調査に

ついて、請求方式、一部事件における請求報酬に

ついて取り上げる。

1. 弁護士報酬の請求方式について

　 事件を受任した際、通常、報酬についてどのような方式を採用しているかという問いについては、９

〔調査の概要〕
対象者：経験年数5年毎の層化抽出方式にて抽出した、

弁護士経験5年～50年の弁護士2030人

有効回収数：266件 回収率：13％

割が「着手金・報酬金方式」を採用しているとの回答であった。
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※複数回答方式の設問のため、割合の

合計は100％にならない。

（％）

【注】着手金：結果にかかわらず弁護士が手続きを進めるために着手時に支払う金額。
　　　報酬金：結果の成功の程度に応じて支払う成功報酬。

時間制：依頼された事件の処理に必要とした時間に単価をかけて計算する方法。
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　着手金・報酬金・手数料の算定に、事件類型ごとの定額制を採用しているかとの問いについては、半

数が一部定額制を採用していると回答している。また、定額制を採用している事件類型では、「自己破

産申立て」が85.9％と最も高くなっている。

　　　時間制：依頼された事件の処理に必要とした時間に単価をかけて計算する方法。

2. 定額制の採用状況

（％）
■定額制採用の有無■ ■定額制を採用している事件類型■
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※複数回答方式の設問のため、割合の

合計は100％にならない。
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【注】1. 定額制の採用状況のグラフは、「全面的に採用

している」又は「一部の事件で採用している」と回

答した者の割合である。

2. Nとは回答者数（人）を指す。
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3. 事件別の報酬の目安

　以下は、「次の設例ならば、いくら弁護士報酬を請求するか」について各事件ごとに見たものである。

（1）　法律相談

　　個人（非事業者）からの法律相談で、１時間を要して法律相談をした場合の法律相談料

①5.3 ②30.8 ③58.6 ④2.6
⑤0.8 ⑥0.4⑦0.4⑧1.1

①請求しない ②5000円前後 ③1万円前後 ④2万円前後 ⑤3万円前後 ⑥4万円前後 ⑦5万円前後 ⑧その他

（Ｎ＝266）

（2）　交通事故

　　交通事故にあい、重傷を負った被害者から損害賠償請求を依頼された。弁護士の判断として、1000万円程度の請求が妥当で
     あると考えたが、 保険会社からの提示額は500万円であった。訴訟を提起し、５回の弁論期日を経て、証拠調べをした結果、
     1000万円の勝訴判決を得て、任意に回収できた。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
（％）

①3.0 ②22.7 ③51.5 ④10.6 ⑤9.1 ⑥2.7

⑦0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①10万円以下 ②20万円前後 ③30万円前後 ④40万円前後 ⑤50万円前後 ⑥60万円前後 ⑦70万円以上

〔着手金〕

〔報酬金〕

（Ｎ＝264）

（％）

（3） 離婚（離婚調停）

①4.6
②0.4

③34.4 ④16.0 ⑤21.0 ⑥12.6 ⑦5.0
⑧2.3

⑨3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①30万円前後 ②40万円前後 ③50万円前後 ④60万円前後 ⑤70万円前後 ⑥80万円前後 ⑦90万円前後 ⑧100万円前後 ⑨110万円以上

〔報酬金〕

（Ｎ＝262）

（％）

（3）　離婚（離婚調停）

　　夫が家にお金を入れないうえ、ときには暴力を振るうことから、夫との夫婦生活に耐えられず、夫と離婚することを決意した。
　　夫との間に３歳の子どもがいるが、自分が引き取るとともに、養育費として毎月３万円を支払ってもらいたいほか、慰謝料とし
     て200万円を請求したい。夫にこれらの請求をした結果、離婚調停により夫との離婚が成立し、請求が認められた。（離婚調
     停の段階からの受任）

①5万円以下 ②10万円前後 ③20万円前後 ④30万円前後 ⑤40万円前後 ⑥50万円前後

〔着手金〕

①0.4
②6.0 ③39.2 ④44.2 ⑤5.7 ⑥4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①5万円以下 ②10万円前後 ③20万円前後 ④30万円前後 ⑤40万円前後 ⑥50万円前後

①5万円以下 ②10万円前後 ③20万円前後 ④30万円前後 ⑤40万円前後 ⑥50万円前後 ⑦60万円前後 ⑧70万円以上

〔報酬金〕

（Ｎ＝265）

（％）

①0.8
②5.7 ③20.4 ④40.8 ⑤12.5 ⑥14.0 ⑦3.8

⑧2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①5万円以下 ②10万円前後 ③20万円前後 ④30万円前後 ⑤40万円前後 ⑥50万円前後 ⑦60万円前後 ⑧70万円以上

（Ｎ＝265）

（％）
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（4）　遺産分割調停

　　被相続人は、自宅土地建物（評価3000万円）、更地、預金など総額１億円の遺産を遺し、死亡した。遺言書はなく、相続人は
    妻と子ども２人の合計３人であった。遺産の範囲に争いはなかったものの、妻と子の１人とが感情的に強く対立していたことか
     ら遺産分割協議はまとまりそうになかった。妻から遺産分割調停の申立てを受任し、その結果、５回の調停期日を経て、妻は
    自宅の土地建物全部の所有権を含む5000万円相当の法定相続分にしたがった遺産を取得した。

⑥0 8⑦1 1⑧0 8

①30万円以下 ②50万円前後 ③100万円前後 ④150万円前後 ⑤200万円前後 ⑥250万円前後 ⑦300万円前後 ⑧その他

〔着手金〕

①7.6 ②56.1 ③24.0 ④5.7 ⑤3.8
⑥0.8 ⑦1.1⑧0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⑧1 9

①50万円以下 ②100万円前後 ③150万円前後 ④200万円前後 ⑤250万円前後 ⑥300万円前後 ⑦350万円前後 ⑧400万円以上

〔報酬金〕

（Ｎ＝262）

（％）

（５）　不動産明渡し事件

①2.7 ②29.9 ③16.9 ④22.6 ⑤11.1 ⑥11.5 ⑦3.4
⑧1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（Ｎ＝261）

（％）

　　ＡはＢに雑居ビルの一室（一室の時価は1000万円、該当部分の土地の時価は1500万円）を事務所として賃貸（１ヶ月の賃料
    10万円）していたところ、賃料の不払いが10ヶ月続いた。そこで、Ａは弁護士に契約解除と明け渡しを求める内容証明郵便に
    よる通知を送ってもらったうえで、訴訟提起をすることとした。Ａの依頼を受け、原告として訴訟提起し、８回の弁論期日、１回の
    証拠調べ期日の後、全面勝訴して相手方が任意に明け渡した（未払い賃料と賃料相当損害金の債務名義は得たが、回収の
    見込みはない）。　 ※Ａ、Ｂとも事業者

①20万円以下 ②30万円前後 ③40万円前後 ④50万円前後 ⑤60万円前後 ⑥70万円前後 ⑦80万円以上 ⑧その他

〔着手金〕

①12.6 

①1.2 

②57.7 

②33.6 

③17.0 

③20.7 

④8.7 

④34.0 

⑤2.0 

⑤5.9 

⑥0.8 

⑥3.1 

⑦0.8 

⑦1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

顧問契約有り

（Ｎ＝253）

顧問契約無し

（Ｎ＝256）

①20万円以下 ②30万円前後 ③40万円前後 ④50万円前後 ⑤60万円前後 ⑥70万円前後 ⑦80万円以上 ⑧その他

（％）

①4.0 

①1.6 

②4.8 

②1.6 

③16.5 

③9.4 

④54.8 

④40.6 

⑤10.5 

⑤22.0 

⑥6.5 

⑥17.7 

⑦2.0 

⑦6.3 

⑧0.4 

⑧0.8 

顧問契約有り

（Ｎ＝248）

顧問契約無し

（N＝254）

①10万円以下 ②20万円前後 ③40万円前後 ④60万円前後 ⑤80万円前後 ⑥100万円前後 ⑦120万円前後 ⑧130万円以上 ⑨その他

〔報酬金〕

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（％）
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